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るサービス供給よりも、個人や家族、任意組織などの私
的サービス供給を重視する点で、普遍主義に対するア
ンチテーゼをなす。ゆえに、補完性原理は、公共財に対
する国民の平等なアクセスを保証するものではない。選
別主義は階級別、社会的地位別に分類した特定の社
会集団を給付対象とする（職業別年金制度など）。これ
らの社会政策上の原則の対比点は、普遍的包摂とニー
ズのあるすべての国民が同じシステムを使用できるか
否かにある。
　しかし、普遍主義に関する議論は紛らわしく、「均一給
付のみが普遍主義だ」、「肯定的差別は普遍主義に反
する」「所得比例給付は、普遍主義の原則と一致する」
などの主張がある。均一給付のみが真の普遍主義だと
するイギリス型普遍主義は、階級社会における所得格
差を問題視し、異なる階級に対する同じ処遇を重視し
た。実際には、均一給付は生活の最低水準に満たない
水準に設定されるため、貧困縮小や貧困リスク予防に
は効果をもたらさない。低水準の均一給付は、個人の補
完力の格差により所得の不平等を増大させ、貧困縮小
の達成が難しいことは、イギリスや北欧諸国が1960年
代年金を均一給付から所得比例給付への移行を試み
たことからも明白である。
　肯定的差別は、ニーズの高い人はより多くのサービス
を受けることを意味するため、普遍主義とは相いれない
という主張がある。普遍主義が所得の大きさに依拠しな
い給付を意味するのであれば、所得を考慮する給付は
選別主義的となる。一方、肯定的差別は利用者としてす
べての人を包摂し、目的を完全な市民権保障におく。均
一給付は所得に依拠しない給付であり、ニーズとは無関
係な平等な処遇を意味するが、肯定的差別は多様な
ニーズを考慮した平等な処遇を意味する。スウェーデン
の住宅手当は、肯定的差別給付の一例である。
　就労所得比例給付は、妥当な生活水準を可能にする
前提をなすが、普遍主義とみなすことは不可能にみえ
る。しかしながら、女性の労働市場参加が男性とほぼ同
じ水準に達した北欧諸国では、所得比例給付は普遍的
になりつつある。給付が所得比例であっても、原則的に
すべての人が包摂されるのであれば給付は普遍的であ
るという考え方が北欧普遍主義である。

日本において普遍主義は可能か？
　日本で必ず聞かれるのが、普遍主義は日本で実現可
能かという質問である。いかに理想的な制度であって
も、現行の制度と融合しなければ実現は難しいという過
去依存説がある。しかし、日本が絶望の国に転落しつつ
あり、国民自らが希望をつくリ出すより他に選択肢がある
だろうか？今のような絶望的な社会を、これからを生きる
子どもたちに残してよいと思う人は一人もいないはずで
ある。
　知識社会に移行する中、変化の激しい労働市場は今
までになく不安定になり、生活の安全を脅かす社会的リ
スクは国民全体に及ぶ。教育は人生の基礎を形成する
が、知識社会においては人間資本への投資が必至であ
り、一度大学を卒業すれば十分だということではなくなっ
た。失業リスクの高くなった労働市場の要求に応えるた
めに必要なのは、国にとっても個人にとってもすべての
人が生涯を通じて利用できる教育制度と生活安全保障
制度である。
　スウェーデンの教育制度は、半世紀ほど前から既に誰
でも、いつでも、どこでもやり直しができる構造である。大
学院に至るまで無償であり、大学入学年齢の制限がな
く、高校卒業資格がない場合や進学に不足する科目を補
充するための成人高等学校があり、学業のために仕事を
辞めずとも学業休業法によって休むことができ、学業期
間中は国から安い利子による学業ローンを借りて生活を
営むことができる。税金還元をすべての人が享受するゆ
えに、税金を払うことに文句を言う人はいない。税方式は
共生社会の基盤をなす。貧困者だけへの救済は、国民を
何重にも分断するため国民連帯を得ることは難しい。
　国民の連帯が今ほど希求される時代はないのではな
いか？将来の市民は、現在の市民よりも社会権を必要と
する。普遍的包摂に根差した社会権保障の実現は、民
主主義の基本的価値基盤であるすべての人の対等な
価値を持つか否かにかかっている。スウェーデンという
国は自然発生的にできたわけではない。国民の合意に
よってつくりあげられた国であることを思い起こす必要
がある。私たちの手（行動）によって希望はつくり出せる。
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Ｑ
A　相続税と贈与税について、読者のみなさまに

知っておいていただきたいことは次の3点です

●相続大増税は「ふつうのお宅」を直撃
　相続税の基礎控除は平成27年から「3000万円＋600万
円×法定相続人の数」に引き下げられました。たとえば、法定
相続人が妻と子2人の合計3人である場合、基礎控除は
「3000万円＋600万円×3人＝4800万円」です。また、最高
税率も50％から55％に引き上げられました。
　相続税の課税件数割合（年間死亡者数に占める年間課税
件数の割合）は、改正前の平成26年は4.4%でしたが、改正
後の平成27年には8.0％となりました。ところが、相続税収（贈
与税収を含む）は、平成26年の1兆8829億円から平成27年
は1兆9684億円と、前年と比べて約4.5％しか増加していま
せん。つまり、1件当たりの相続税額は減少しています。これま
で相続税に縁のなかった「ふつうのお宅」にも、相続税がかか
るようになったのです。

●富裕層を優遇する減税政策
　相続税の基礎控除縮小による増税がなされる一方で、富
裕層向けには減税のメニューも……。「小規模宅地等の評価
減の特例」の居住用の限度面積が240㎡から330㎡に拡大
され、居住用（330㎡）と事業用（400㎡）の完全併用も可能と
なりました。
　贈与税では、子や孫が、父母や祖父母から、一定の住宅取
得等資金、教育資金、結婚・子育て資金の贈与を受けた場合
には、それぞれ1200万円（平成29年）、1500万円、1000万
円まで贈与税を非課税とする制度が創設されています。
　このような贈与税の高額な非課税の特例は、本来、国が政
策として行うべき住宅政策、教育の機会均等、少子化対策な
どの責任を国民に押し付けるものではないでしょうか。「家族
で助け合える人は自分たちでやってね」ということです。
　また、行き過ぎた非課税制度は、相続税の補完税たるべき
贈与税を形骸化させます。さらに、贈与を受けられる者と贈与
を受けられない者との格差を助長し、格差の世代間連鎖を促

すことにもなります。どのような家庭に生まれたかにかかわら
ず、子供や若者が十分な教育を受け、社会に出て家庭を持
ち、子を産み育てることに喜びを感じられるような社会をつ
くっていく必要があります。このような高額な贈与税の非課税
制度は縮小すべきでしょう。

●「法定相続分課税方式」の問題点
　日本の相続税の課税方式は、現在、「法定相続分課税方
式」というちょっとややこしい方法になっています。遺産総額
から基礎控除を差し引いた「課税遺産総額」を、法定相続人
が法定相続分で分けたものと仮定して「相続税の総額」を計
算します。この相続税の総額を、実際に相続した財産の割合
に応じて按分するという計算方法です。
　このため、遺産総額がわからないと、各相続人は自分の相
続税を計算できません。たとえば、同じ3000万円を相続した
人でも、遺産総額が5000万円なのか5億円なのか、また、ど
んな法定相続人が何人いるのかによって、かかる相続税が異
なってきます。さらに、たとえば相続人のうち誰か1人が財産を
隠蔽していたことが税務調査で明らかになったような場合、遺
産総額が増えて相続税の総額が増えるため、他の相続人に
とっては、相続する財産は増えないのに支払う相続税だけが
増えてしまいます。
　以上のことから、相続税の課税方式は「遺産取得税方式」
に改めるべきであると考えます。遺産取得税方式ならば、遺
産の総額にかかわらず、各々の相続人は、自分が相続した財
産に応じて相続税を計算し納付することができます。
　また、現行の民法では、配偶者や子だけでなく、父母や兄弟
姉妹、甥姪なども相続人になる場合があります。遺言で孫に
財産を遺贈することもあります。課税方式を遺産取得税方式
にした場合の基礎控除額は、被相続人との親族関係に応じた
金額とし、担税力のある相続人及び受遺者については、基礎
控除額を縮小するべきであると考えます。
　　　　　　　　　　　　　　 　  （税理士　内田麻由子）

やさしい税金Ｑ＆Ａ〈 第9回 〉 

？
相続税・
贈与税の課題は
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団体会員

「公正な税制を求める市民連絡会」は、「個人会員」　と「団体会員」によって成り立っています。
会員専用ＭＬへご登録いただくと、最新ニュースが届
くほか全国の会員と情報交換をすることができます。
※ＭＬの招待メールがまだ届いていない会員の方は、お名前・
Ｅメールアドレスを明記の上、uchida@n-sk.org（内田）ま
でお問合せください。

会員専用メーリングリスト
（ＭＬ）にご登録ください！

きょうされん

障害者権利条約を地域のすみずみに
障害のある人や支援職員の実態
　当会が2015年度に実施した、作業所などに通う障害のあ
る人の地域生活実態調査では、年間の所得が100万円以下
の人が61.1％、200万円以下の人となると98.3％という結
果でした（約12,500人の回答）。主には障害年金と就労支
援事業所などの工賃ですが、民間給与実態統計調査（国税
庁が実施）をみると、100万円以下の人は8.6％、200万円以
下の人は24.0％と、障害のある人と比べて大きな差がある
のがわかります。障害のある人は、ほとんどの人が低所得で
あり2012年の時の当会の調査と比べても実態はほとんど変
わっていません。そうした中で、親との同居は54.5％、きょう
だいとの同居は22.7％、一方で配偶者とは4.4％という実状
です。多くは、低所得の状態で、大人になっても親やきょうだ
いのもとで生活しているケースが多く、結婚して夫婦で一緒
に暮らしている人はわずかです。
　また、2016年度に実施した加盟事業所職員の労働実態
調査では、障害のある人を支援する職員の給与は、年300万
円未満との回答が正規職員または週30時間以上の職員だ
と全体の44.4％（回答約1850人）、厚労省の同様の調査結
果をみると25.7％でした。当会加盟の事業所は、市町村補
助の地域活動支援センターや小規模作業所も少なくありま
せん。さらに障害の重い人が多いため、職員給与を抑制して
支援体制を講じている事業所も少なからずあります。今の事
業所での働きがいを尋ねると、「ある」「どちらかといえばあ
る」が合計で93.7％であるのに対して、「5年後現在の仕事
を続けたい」は50.5％にとどまっています。障害のある人を
支える現場は、給与水準や労働条件が厳しく、職員が将来の

見通しを立て辛い状態にあります。これが新規採用にも影響
して応募が少ない等の悪循環に陥っています。

低い障害者への予算分配率
　厚労省は、障害者関係予算は10年間で倍になったと盛んに
言っています。しかし、OECD（経済協力開発機構）諸国にお
ける障害関係予算での比較順位は、平均値よりもさらに低位
にあり、厚労省が諸々言い訳しても否定まではできません。予
算分配率が元もと低すぎたことや、障害のある人が生活好転
への変化をほとんどが実感できていません。
　2006年に国連で採択した障害者権利条約を日本は
2014年に批准しました。条約では、「他の者との平等」との文
言を、35ヵ所にわたって記しています。これは、障害のある人の
特別な権利を求めているのではなく、障害をもたない市民と対
等に社会生活を営む権利を求めているのです。
　きょうされんは、当会のメインスローガンを2014年に改め
て、「あたりまえに働き、選べる暮らしを ～障害者権利条約を
地域のすみずみに～」を新たに掲げました。権利条約には、日
本国憲法と相通ずる内容が多々あります。
　私たちは、日本国憲法とともに障害者権利条約を、私たちの
地域や暮らしのすみずみにまで浸透させていくことが、今こそ
大切になっています。そのために、いっそう努力していきます。

　1977年8月に16ヵ所の無認可作業所の会員（会員単位は事業所）で出
発した「きょうされん（当初は共同作業所全国連絡会）」は、現在約1950会
員となり、40都道府県に支部を設けています。会員は、通所事業所、入所
施設、グループホーム、相談支援事業所などで構成されています。

公正な税制を求める市民連絡会は、さまざまな団体と連携し、市民一人ひとりの基本的人権
が守られる社会の実現に向けて、共に取り組んでいきます。
ここでは団体会員の活動をご紹介します。

『えほん 障害者権利条約』
ふじいかつのり著・里圭 絵　汐文社　1500円＋税

「障害者権利条約」の大切さ・
めざす社会がやさしくわかる！

〒164-0011 東京都中野区中央5-41-18東京都生協連会館4F
TEL.03-5385-2223　FAX.03-5385-2299　URL http://www.kyosaren.or.jp/

事務局

ぜ ひ お 読 み くだ さ い


